











































1.水産・農林・鉱業 3社 (3.7%) 1. 500億円以上 10社(12.3%)
2.建設 13 (16.1 ) 2. 300億円以上500億円未満 2 (2.5 ) 
3.食 品 10 (12.4 ) 3. 100億円以上300億円未満 29 (35.8 ) 
4.繊維 5 (6.2 ) 4. 80億円以上100億円未満 6 (7.4 ) 
5.薬 品 6 (7.4 ) 5. 50億円以上 80億円未満 7 (8.6 ) 
6.化 学 8 (9.9 ) 6. 30億円以上 50億円未満 10 (12.3 ) 
7.ゴム製品 (6.2 ) 7. 10億円以上 30億円未満 5 (6.2 ) 
原価計算の実状
8. ガラス・土石 6 (7.4 8. 1億円以上10億円未満
9.機械 7 (8.6 9. 1億円以下
10.電気機器 8 (9.9 ) 10.不明
11.輸送用機器 8 (9.9 
12.不明 2 (2.5 ) 
3. 売上高規模
構成比
1. 5，000億円以上 12社 (14.8%) 
2. 3，000億円以上5，000億円未満 5 (6.2 ) 
3. 1， 000億円以上3，000億円未満 32 (39.5 ) 
4. 500億円以上1，000億円未満 13 (16.1 
5. 300億円以上 500億円未満 6 (7.4 
6. 100億円以上 300億円未満 1 (13.6 ) 
7. 100億円以下 (1.2 ) 
8.不明 (1. 2 ) 




























































であり， 37社 (71.1%)の企業がこれを使用しており，基準標準原価 (basic
cost standard)や理想標準原価 (perfection，ideal maximum efficieney， or 
theoretical standard -costs)はほとんど用いられていない。標準原価計算を採用























55 (67.9 ) 
59 (72.8 ) 
56 (69.1 ) 
2社 (2.5%) 









































21社 (27.6%) (24.4%) 
47 (61. 8)  (54.7) 
18 (23.7) (20.9)※ 
※ 合計で100%にならないのは，小数点第2位を四捨五入したためである。以下同じ。
8. 社内振替価格について 78社
(1) 市価 5社 (6.4%) (6.1%) 
(2) 調整された市価 1 (14. 1 ) (13.4 ) 
(3) 目標コスト(実際コスト)+適性利潤 41 (52.6 ) (50.0 ) 
(4) その他( 25 (32.1 ) (30.5 ) 
無答 3 
9. コストの機能別分類・利用について
(1) やっている 53社 (71.6%) 
(2) やっていない 18 (24.3 ) 
















(1) 勘定科目の検討によって 68社 (85.0%) (81. 9%) 
(2) 工学的研究によって (1. 3 ) (1.2 ) 
(3) 過去原価の統計的研究によって 7 (8.8 ) (8.6 ) 
(4) その他( 7 (8.8 ) (8.6 ) 
無答
12.研究開発費の処理について
(1) その年度に負担させる 71社 (87.7%) 
(2) 繰延べて毎年一定額ずつ計上する 8 (9.9 ) 
(3) その他( 2 (2.5 ) 
13.製品コストとは別に事業部コストのような別の単位コストを社内で設けています
か。
(1) 設けている 48社 (59.3%)
(2) 設けていない 31 (38.3) 

























































































































9 (11.3 ) 
44 (55.0 ) 
69 (86.3 ) 
64 (80.0 ) 
71 (88.8 ) 
47 (58.8 ) 


























その他では①全社で使用 6社②生産管理 2社③製造・品質部門 1社④庖舗 l








(2) 外部副費・内部副費とも材料購入代価に加算する 8 (10.0) 
(3) 外部副費・内部副費とも材料費に一定の基準で配賦する(外部副費・内部副費のいずれか






A (1) 個別法 4社 (5.1%) 
(2) 先入先出法 1 (14.1 ) 
(3) 後入先出法 (2.6 ) 
(4) 単純平均法 。 (0.0 ) 
(5) 総平均法 30 (38.5 ) 
(6) 移動平均法 30 (38.5 ) 







53社 (74.6%) (69.7%) 








45社 (57.0%) (52.3%) 
38 (48. 1 ) (44. 2 ) 























































































(1. 2 ) 




(1. 2 ) 





(1) 実際個人賃率を用いる 12社 (16.2%) (15.6%) 
(2) 実際平均賃率を用いる 10 (13.5 ) (13.0 ) 
(3) 予定平均賃率を用いる 27 (36.5 ) (35.1 ) 
(4) とくに消費賃率を計算していない 28 (37.8 ) (36.4 ) 
無答 7 
25. 直接労務費の範囲について
(1) 賃金のみ (1. 3%) 
(2) 賃金+手当+賞与 61 (77.2 ) 
(3) 賃金+賞与 3 (3.8 ) 




(1) 法定福利費 74 (96.1%) 
(2) 厚生費 54 (70.1 ) 
(3) 福利費 47 (61. 0 ) 
(4) 退職給与引当金繰入額 61 (79.2 ) 
(5) 手待賃金 6 (7.8 ) 
(6) 休業賃金 1 (14.3 ) 
















前月 1日~前月末日 (1.3%) 
前月1日~当月10日 (1. 3 
前月21日~当月20日 21 (26.3 
前月16日~当月15日 16 (20.0 
前月26日~当月25日 (1. 3 
当月 1日~当月末日 40 (50.0 
無答
(2) 消費賃金計算期間 71社
当月 1日~当月末日 54 (76.1%) 
前月21日~当月20日 12 (16.9 
前月26日~当月25日 (1. 4 
前月16日~当月15日 2 (2.8 
当月 1日~前月末日 2 (2.8 
無答 10 
48 経営と経済
支払賃金計算期間については，本給・時間給，変動給・固定給，月給者・
日給者について異なった計算期間をとっているところが 5社あったが，これ
らについては本給，固定給，月給者の計算期間をとっている。
22.先に21のところで述べたように，支払賃金・消費賃金の計算期間がとも
に当月 1日から当月末日までが多く， (1)のズレはないから調整の必要はない
ものが 5割以上になった。また未払賃金の計上などで調整するにしても，月
次では調整しないで期末に行うところが多く，教育ではこの点も説明する必
要があるであろう。 Cf原価計算テキスト」では一般に毎月の調整を前提としている。
ただし月次決算その他から毎月の調整が理論的で，一部実務的でもある。)その他で
は残業手当のみ 1ヵ月ずれているので，期末に調整するところが l社あった。
23.作業時間報告書は，時間給賃金に必要なばかりでなく，作業管理の基礎
となるものであり，原価計算・原価管理に重要な資料となる。これも「原価
計算テキスト」では一般に，班長が作業時間記録を行なっているといわれて
いるが，作業者自身に記録させるものが50%であり，班長自身が行なうのは，
これより少なく 30%である。かえってその方が正確な記録が得られるためで
あろう。その他では，①タイム・カードと連動②部署によって異なる①係員
(班長と係長の中間)，④各現場書記による集計である。この問題もなお実情
を調査し，教育上検討する点があれば，考え直してみる必要がある。
24.消費賃率は，給与の支払計算に用いる支払賃率とは別のものであり，半
年ないし l年の賃金総額・就業時間総計を予定した予定平均賃率が多く用い
られるとされるが，調査の結果も同じであった。ただ予想、に反して，個人賃
率はあまり用いられないとされるが，これを用いる企業が16.2%もあり，ま
た消費賃率を計算していないところが，意外に多数にのぼった。これについ
ては，製品品種が少ない大量生産企業で，直接労務費は発生せず，すべて間
原価計算の実状 49 
接労務費として処理するというところがあったが，調査対象業種には，この
種企業が多かったせいもある。(合計値が84になっているのは 2つや 3つ回答し
たところがあったためである)
25. r原価計算基準J10によると，直接労務費には，直接賃金のみが含まれ，
従業員賞与手当は間接労務費とされるがJ調査では賃金のみでなく，これに
手当と賞与と加えて処理している企業が約8割にものぼった。これについて
は「基準」にいっている通り賞与などは間接労務費と考えられるが，企業で
は賃金の一部と考えているのか，なお面接調査してみる必要がある。その他
では， r基準」で間接労務費としてあげている，質問(2)のものに加えて他に
法定福利費，退職給与引当金繰入額，調整年金を加えて直接労務費としてい
るところが 4社あり，他は特記事項がなく恐らく質問の(1)，-，( 3)以外に他のも
のを加えて直接労務費の範囲としているのであろう。この14社を(2)に加える
と， 95%の企業が直接賃金に賞与などを加えたものを直接労務費の範囲とし
ている。
26.労務主費・副費については，労務主費は労働提供に対して支払われるも
のに対して，労務副費は労働・労働者の維持・雇用・訓練などについて発生
する費用である。「原価計算基準」では労務副費に相当する厚生費などは労
務費ではなく，経費としている。調査では法定福利費などほとんどの項目を
労務費(労務副費)に含めているが， (5)手待賃金(6)休業賃金はこれを含めて
いるところは少数であった。
佐藤進教授は，厚生費などを労務費に入れていない「原価計算基準」の規
定についてつぎのように述べている。わが国の「基準」は，労務副費につい
ては全然触れておらず，わずかに法定福利費と退職給与引当金繰入額を労務
費項目としているにとどまる。これは現行の実務慣習よりもかなりおくれて
おり，おそらく「基準」の諸規定のなかで最も不適切であり，原価計算実践
50 経営と経済
規範となりえない規定の一つである。材料費計算において，材料副費につい
て詳細な規定をしながら，労務副費について全然，規定をしないのは理論的
一貫性に欠けるだけでなく，実践規範としての「基準」の公正妥当性に疑問
を投ずるものである。(佐藤進『基準原価計算精説』昭和56年， 291頁)
これについてはなお理論・実務の両面から検討してみる必要があるであろ
つ。
9 .結語
先に述べたように，企業において原価計算が重視されているかどうか，ま
た我々の原価計算の考え方と企業における原価計算実務の考え方を調査し，
相違点について検討を加えてきた。
調査結果では，原価計算は原価企画を実施している企業では原価企画の範
囲内において，またその他の企業でも依然、として重視されていることがわか
った。これは現在の企業環境においては原価企画に加えて原価計算の利用に
よる原価管理などが更に必要であり，また原価企画そのものが，原価の企画
段階で原価計算の考え方それによる原価の引下げなどを必要とするものであ
るためと考えられる。
我々が主として教育の場で教授する原価計算の考え方と，企業における原
価計算実務の考え方において若干の相違がみられた。より明確なのは，研究
開発費の処理・賃金の支払計算期間と消費計算期間との調整，作業時間報告
書，労務副費の問題においてであった。また実務でほとんど行なわれていな
いものが多く，これらは考え方の教授が必要なものもあるが，比重の置き方
において教育上検討してみる必要のものがほとんどである。これらについて
は問題点だけを指摘したが，なお理論・実務の両面から一層検討して「原価
計算基準」の不備の是正に努する必要があると思われる。
